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研究要旨：肝炎ウイルスはわが国の国民病と位置づけされながら、肝炎ウイルス検査を

未受検のために自身が感染していることを知らない、また陽性を知りながら受診を継続

しないひとも存在するため「撲滅に向けて」更なる受検・受診・受療勧奨が必要である。

平成 26 年～令和 4 年の 9 年間「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシス

テムの構築」「職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォロ

ーアップシステムの開発・実用化に向けた研究」 「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検

査受検率・陽性者受診率の向上に資する研究」の成果(システム)を各地域で展開するこ

とで、陽性者の受診率・受療率の上昇が確認された一方で、システムを導入しても十分

な向上が得られない、またはシステム周知が不十分のため有効利用されていない領域が

存在することが明らかになった。本研究は、これまでの成果を各地域の事情や陽性者の

受療行動に対応したシステムに改良するだけに留まらず、その成果を全国へ分かりやす

く周知・展開し肝炎ウイルス制圧を促進させることを目的とし、①職域肝炎ウイルス陽

性者対策班 ②院内外非専門医/肝 Co配置対策班 ③自治体肝炎ウイルス陽性者対策班 

④肝炎ウイルス陽性者両立支援対策班に分かれて研究・調査を行う。今年度、①では 

「職域におけるウイルス性肝炎対策に関する協力の要請について」(令和 5年 3月 22日) 

通知後の検査促進状況調査の体制づくりと FIB-4を用いた健診医療機関からの紹介促進 

②では特定科（眼科・歯科）の医会・医師会と連携し、非専門医自らが肝炎対策を行え

る環境づくりと肝炎医療コーディネーター養成促進 ③では少なくなった陽性者の精

密検査受検率の把握地域の拡大 ④では肝硬変・肝がんでも様々な制度を受けることに

より仕事が継続可能であることを周知することが成果であり、以下にその詳細を示す。 

A. 研究目的 

ウイルス性肝炎はわが国の国民病と位置

づけされながら、肝炎ウイルス検査を未受

検のために自身が感染していることを知ら

ない、また陽性と知りながら受診を継続し

ないひとも存在するため、「撲滅に向けて」

更なる受検・受診・受療勧奨が必要である。

平成 28 年に改正された肝炎対策基本指針

には「肝硬変・肝がんへの移行者を減らす

こと」を目標とすることが明記され、より

効率的に非受検者を対象に肝炎ウイルス検

査を受検させること、陽性者を確実に専門

医療機関へ受診させることがより急務とな

っている。 平成 26 年～令和 4 年の 9 年間
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「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォロ

ーアップシステムの構築」「職域等も含め

た肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の

効率的なフォローアップシステムの開発・

実用化に向けた研究」「新たな手法を用い

た肝炎ウイルス検査受検率・陽性者受診率

の向上に資する研究」内で①職域での肝炎

ウイルス検査促進・阻害要因の解析②院内・

院外外非専門医からの陽性者紹介率向上と

肝炎医療コーディネーター（以下肝 Co）活

用の有効性③地方公共団体が実施主体であ

る肝炎ウイルス検診・検査陽性者の受診率

向上④働く陽性者に対する仕事と治療の両

立支援の必要性を検討してきた。これらの

先行研究の成果(システム)を各地域で展開

することで、陽性者の受診率・受療率の上

昇が確認された一方で、システムを導入し

ても十分な向上が得られない、またはシス

テム周知が不十分のため有効利用されてい

ない領域が存在することが明らかになった。 

（下図：これまでの成果と課題） 

本研究は、これまでの成果を 各地域の

事情や陽性者の受療行動に対応したシステ

ムに改良するだけに留まらず、その成果を

全国へ分かりやすく周知・展開し肝炎ウイ

ルス制圧を促進させることを目的とする。 

 

B. 研究方法 

 ①職域肝炎ウイルス陽性者対策班 ②院

内外非専門医/肝 Co 配置対策班 ③自治体

肝炎ウイルス陽性者対策班 ④肝炎ウイル

ス陽性者両立支援対策班に分かれて研究・

調査を行う。 

（下図：研究構成と関係者） 

 

① 職域肝炎ウイルス陽性者対策班 

（責任者：立道・是永） 

協会けんぽでは Nudge 理論を応用し研究

班が作成した受検申込用紙を使用中であり

引き続き福岡（是永、井出）、埼玉（内田）、

愛知（井上貴）,山口（日髙）,群馬（戸島、

柿崎*）,大分（遠藤）,千葉（是永）、佐賀

（高橋、大江*）,徳島(立木*)等では受検数

調査ともに、一部の地域では陽性率・陽性

者の受診行動をレセプトにて確認した。ま

た令和 2 年度より受検申込用紙が協会けん

ぽ本部によって変更されたが、受検率が向

上に繋がっていない可能性が高く、協会け

んぽ本部への介入を検討した。 

同様に組合健保(立道、深井)では職域健

診時に、がん検診の一貫として肝炎ウイル

ス検査促進を目指すとともに、先行研究で

解析された検査導入による費用対効果解析

や発出予定の労基署通知の効果判定（検査

数調査等）を行い、健診医療機関の産業医

が介入、肝疾患症例の紹介基準が明確にな

るような体制づくりを促進させた。更に、

組合健保のレセプトデータを解析し陽性者

の受診行動の現状を把握した（是永、JMDC）。 

職域検査導入が強制的にならないように、

差別・偏見にも配慮して促進に努めた。 
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② 院内外非専門医/肝 Co配置対策班  

(責任者：西村・井上貴・是永) 拠点病院

内非専門医科で肝炎ウイルス検査数・陽性

率高値は眼科であったため、眼科医師の殆

どが所属する日本眼科医会（約 1.5 万名 

西村知久理事）に働きかけ、2021年から肝

炎ウイルス対策を研究班と事業化すること

に成功し、眼科スタッフが使用しやすいコ

ミュケーションツールを開発し、北海道(大

原・新田*)・群馬(戸所)・佐賀(高橋)・宮

城県(井上淳)の眼科クリニックで社会実証

を開始、未治療の陽性者が多く拾いあげら

れることを確認しており、更な水平展開を

開始するとともに眼科スタッフ向けの肝炎

ウイルス講習会・肝 Co養成講習会を研究班

主催で企画をした。更に、眼科陽性者の  

疫学的変化、2021年からの介入効果を確認

した。また愛知県歯科医師会学術部・医療

管理部(歯科医師会長 内堀*、担当 加藤

*、静間*)と連携し、2021 年、2022 年研究

班との共催で愛知県肝 Co 養成研修会を開

催、 歯科医師約 200名が肝 Coとなり、そ

の成功事例が広島県（歯科医師会長 山崎

*、理事 本山*）、熊本県、千葉県、滋賀県

でも開始され眼科同様に歯科領域での肝炎

ウイルス知識向上・肝 Co養成数増加を目指

すとともに、歯科の肝炎ウイルスに対する

認識度 差別・偏見の更なる解消のため若

年者への肝炎ウイルス講義内容の検討も開

始した（川田）。 更に、術前・入院時の肝

炎ウイルス結果を検査結果説明用紙に加え、

陰性カードを併せて配布することで、1 年

後の検査結果記憶が有意に上昇（池上）  

することが明らかとなり、分担員施設によ

る多施設共同でその有用性を確認し、非認

識者受検者減少を目指すとともに、地域連

携班(島上)や肝 Co マニュアルを作成して

いる江口分担員とも連携して情報共有を行

い、肝 Co適正配置、均てん化にも着手 す

る。 

 

③ 自治体肝炎ウイルス陽性者対策班 

（責任者：内田・是永）先行研究で地方公

共団体と連携している新宿区(相崎)、愛知

県/名古屋市(井上貴)、宮崎県/宮崎市  

(永田)、埼玉県/さいたま市（内田）、北海

道/札幌市（大原）、川崎市（是永 今井*   

石垣* 小泉*）、千葉県・千葉市・松戸市・

市川市 (是永 山本*）、宮城県/仙台市 

（井上淳 安部*）、山口県 (日髙 五島*)、

福岡県・福岡市・北九州市・久留米市   

（井出）、群馬県（戸島 柿崎*）、大阪府

/大阪市（榎本）では引き続き、毎年、陽性

数・フォローアップ事業同意率・受診確認

率を調査し、その結果を都道府県健康増進

対策課より市町村へ feedback することで

受診確認率上昇を目指した。また上記地域

以外でも島根県、徳島県、香川県等を訪問

し、また近年 75歳未満肝がん死亡率が上位

となる青森県にも飯野分担員を配置し連携

を開始することで、情報共有を行った。 

また政令市のように人口が多い都市は、

陽性数も多くその受診行動の把握は容易で

はなく、陽性者が検出された検査委託医療

機関を活用した受診確認方法を考案、川崎

市で社会実証を行い、更なる水平展開を行

うとともに、初回精密検査費用助成数向上

を連携地方公共団体と行った。  

 

④ 肝炎ウイルス陽性者両立支援対 

（責任者：日浅・徳本）治療と仕事の両立

支援の実態を明らかにするため、前研究班

にて肝疾患診療連携拠点病院とした全国26

施設で約 4000 件のアンケート調査を実施

し、肝炎ウイルス患者の職場への病名告知

率が低いこと、癌となっても働き続けたい

と考える患者が多い一方、両立支援の認知

度は 20%程度にとどまることが分かり、論

文報告、周知方法案を作成する。 
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C. 研究結果と考察 

①職域肝炎ウイルス陽性者対策班の成果

（詳細は各分担者報告書参考） 

Nudge を用いた肝炎ウイルス検査受検申

込用紙(図 1)が受検数増加＋cost befitに

優れることを論文化 (Environ  Health 

Prev Med. 2021)し 10支部で使用された結

果、年間 5 万件の検査促進に成功(図 2)し

たが、2020 年からの受検申込書変更（協会

けんぽ本部作成 図 3）により使用支部が激

減(2 支部のみ)し、検査数は介入前の 2016

年と同等になった（図 4）。 

その為、協会本部担当者と協議をおこな

い、色調・文字数を研究班作成同様にする

方向で改変が決定され(下図)2025年度から

使用を目指すことになった。 

 

職域健診時における肝炎ウイルス検査阻

害促進要因を解析したところ,検査促進通

知がないこと・肝がん検診としての意識付

けが抽出され、厚生労働省と研究班共同で

「職域におけるウイルス性肝炎対策に関す

る協力の要請について」(令和 5 年 3 月 22

日 健発 0322 第 1 号 基 0322 第 1 号 

職発 0322 第 3 号 保発 0322 第 5 号)を

発出し(図 5)、多くの自治体・組合健保へリ

ーフレット、陰性カードを配布した。 

 

更に健診医療機関 20年の解析により 

職域健診で血小板測定の必要性を報告した

（Front Public Health. 2023 Eur J Med 

Res. 2023 図 6）。 
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職域健診での肝機能障害に関する事後措

置を明確化すべく、労災病院病職歴データ

ベースを用い、職業性活動量と肝がんとの

関連を検討し論文作成をおこなった（図 7 

BMC Public Health. 2025 ）。 

 また、アルコール性肝疾患、ウイルス肝

炎ともサービス業・ブルーカラー業で疾患

率が高く、介入が急がれる職種と考えられ

報告した(下図 BMJ Open. 2025)。 

 

更に職域における肝炎ウイルス検査促進

を効率的に行うために、コレスポンデンス

分析を行い、職位によって異なる media が

異なることを報告した(右上図 Front 

Public Health. 2025) 

 

 

 

②院内外非専門医連携班＋肝 CO 配置対策

班 （詳細は各分担者報告書参考） 

肝炎ウイルス陽性者数が多い非専門医科

が眼科・整形外科であること(肝臓 2023 

図 8)、眼科スタッフ（看護師・メディカル

クラーク）を肝 Co養成することで紹介率が

向上すること(臨床眼科 2023 /肝臓 2023  

図 9)を報告し、眼科手術時の拾い上げに加

え、眼科医ではなく、メディカルスタッフ

に積極的に肝 Coになって頂き、受検勧奨す

ることが極めて重要である。 
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令和 3 年度、肝疾患診療連携拠点病院内

非専門医科に肝 Co は殆ど存在していなか

った（眼科 2施設）が（肝臓 2023 図 10）、

令和 4 年度の調査では、多くの施設で養成

が進みつつあることが明らかなり（肝臓

2025 図 11）、論文化した。 

 

令和 2 年度から研究班は、会員数 1.5 万

人の日本眼科医会と連携、肝炎対策が事業

化され、アンケ―ト調査や会報誌での協力

依頼を積極的に行った（図 12）。 

眼科スタッフが使いやすいコミュニケー

ションツールを作成し、北海道・宮城・群

馬・大阪・山口・福岡支部のクリニックで

利用し、日本眼科医会ホームページに掲載

し、ダウンロード可能とし、その周知方法

も検討開始した(図 13)。 

更に研究班と群馬県・眼科医会の共催で

感染症セミナーを開催、梅毒ともに肝炎ウ

イルをテーマに行い（図 14）、青森県でも

開催された。 

ここまで介入効果を確認するために、再

アンケート行い、検査結果説明は、陽性者

紹介は促進し、論文報告した(肝臓 in 

press 下図)。 
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歯科は差別偏見が多い医療機関として報

告がある一方、新型コロナ感染症流行時に

はクラスター発生が殆どないとされている。

更に、国民の多くが「歯科のかかりつけ」

を有しているとされ、歯科医が身に着けて

いる感染対策を肝炎にも応用し、多くの国

民にその知識を展開することで、肝炎均て

ん化に貢献できると考えている（図 15）。 

研究班では前班より愛知県歯科医師会と

連携し、日本眼科医会と同様に肝炎対策を

事業化し、会員向けのアンケート調査、勉

強会を繰り返し、歯科医師自ら肝 Co養成講

習を開催している歯科医師は感染対策・HB

ワクチンに最も興味があり（HBワクチン接

種者が高齢歯科医中心に低い）、肝 Co養成

にも積極的であることを報告し(肝臓2023)、 

更に、歯科医師自らが肝 Co養成講習会の企

画・講師として肝炎知識の普及・均てん化

に貢献している（肝臓 2023 図 16）。 

歯科医の多くが HB ワクチン接種を正し

く受けていないこと（肝臓 2023)を報告し、

標準予防策施行前は B 型肝炎に対する予防

対策が過度であった（図 17）が、差別・偏

見の一要因であることが推定され、今後は

歯科関係者への HB ワクチンについて再接

種を含め、自身の HBs 抗体獲得の有無を知

ることを推進することで、肝炎ウイルス知

識の向上が得られるとともに、差別偏見へ

の軽減に繋がると考えられる。 

愛知県歯科医師会取組の水平展開を目指

し、広島（図 18）・滋賀(図 19)・千葉県歯

科医師会(図 20)に働きかけ、歯科医向けの

勉強会を複数回開催し、県肝炎対策部署と

連携し、歯科医肝 Co養成化を目指した。 
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その水平展開状況(肝臓 2024 下図)、 

及び介入後の肝炎・差別に対する歯科医

の行動変容が促進していることを明らかに

し論文報告した(肝臓 in press下図) 

拠点病院を除く専門医療機関の非専門医

対策の現状調査を行い、陽性者受診勧奨は

50%に留まること、その実践には臨床検査技

師の肝 Co 養成が有用であること（肝臓 

2023 図 21）を報告したが、3 年経過して

おり、調査対象自治体を増加(13⇒19)させ、

調査を開始し、中間解析では、院内肝炎対

策は 56%⇒79%、肝 Co 在籍も 40%⇒70%と増

加している。 

 

99%が肝炎ウイルス検査陰性者であり、非

認識受検者を減少させることも、陽性者の

受診勧奨同様に進めて行く必要があると考

え陰性カードを作成、検査結果説明用紙と

ともに配付することで、1 年後の検査実施

記憶率は飛躍的に向上することを報告し

（肝臓 2023 図 22）、肝炎情報センターホ

ームページに掲示、多くの医療機関へ配布

中となった。 

 

③自治体肝炎ウイルス陽性者対策班 

 （詳細は各分担者報告書参考） 

千葉県で行っている「受診確認率調査票」

によりフォローアップ同意率、受診確認率

の向上が認められたため新規手法として同

調査票を水平展開し、愛知県・宮城県・埼

玉県・群馬県・川崎市・札幌市・仙台市・大

阪府等で水平展開、千葉県同様、年々フォ

ローアップ同意率、受診確認率の向上が認

められた。 
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これまで 24都道府県 13政令・中核市（北

海道、札幌市、宮城県、仙台市、青森県、茨

城県、栃木県、埼玉県、さいたま市、川崎

市、相模原市、東京都、千葉県、千葉市、船

橋市、柏市、長野県、新潟県、福井県、愛知

県、名古屋市、岡崎市、岐阜県、大阪府、堺

市、岡山県、広島県、広島市、山口県、高知

県、香川県、鳥取県、福岡県、佐賀県、大分

県、大分市、熊本県、長崎県、宮崎県、宮崎

市 (下線は年度毎の受診確認をしている自

治体、太字は年度毎の受診確認は 50%超）の

肝炎対策部署と会議を行い、各地の受診確

認状況を説明し、検査・受診確認の対策不

十分な市町の存在、受検票変更等を勧め、

変更・検討している県・市が増加した。（千

葉市・船橋市・名古屋市・仙台市・宮城県は

同意書を問診票付きに変更、山口県は研究

班が作成等）更に、昨年度は、福島県・香川

県・神奈川県、今年度は島根県・福岡市等

にも訪問し、青森県・宮城県・山口県・埼玉

県・川崎市・広島県・愛知県は研究班会議

にも参加した（図 23）。 

更に、広島県・愛知県では研究班と共催 

で、市町肝炎対策部署向けに研究班成果を

紹介（図 24）、受診確認の必要性を伝えた。 

今年度は、宮城県で開催し、次に示す川

崎市の受診確認方法を紹介した(下図)。 

 

 川崎市の受診確認の手法として、2019年

よりQ Rコードを用いた受診調査票に加え、

検査委託医師からの陽性者紹介状況調査を

することで（川崎モデル 図 24）、陽性者

に電話することなく受診状況が殆ど把握可

能である(図 25)。 

 

令和 4 年度まで 4 年間継続され、C 型肝

炎陽性者の 90%は医療機関に受診している

ことが明らかになった一方で、B 型肝炎陽

性者の受診把握状況低下が懸念される結果

となった（図 26）。 
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令和 5年度現在、札幌市・市川市・千葉

市・前橋市等で「川崎モデル」の水平展開

が確認されており、今後も自治体と研究班

が連携し「受診確認の重要性」を更に広め

ていくことを目標とする。 

肝がん祖死亡率は全地域で減少している

が、減少率が高い地域と停滞している地域

が明らかとなっており、青森県と佐賀県で

は、年齢調整祖死亡率が逆転し、順位にも

反映されている（下図）。 

 研究班では青森県の肝炎対策の現状を把

握するため、青森県診療連携拠点病院であ

る弘前大学担当者を研究班分担者とし、 

青森県肝炎対策部署、また眼科医会との連

携を開始、アンケートを行い眼科医の紹介

意識が高いことが明らかになった(図 27)。 

更に、都道府県が実施主体である特定感染

症等事業での肝炎ウイルス検査では、近年、

徳島県・福岡県で増加している（図 28）。 

 徳島県では検査委託医療機関に周知や出

張肝臓病教室等で検査数が増加するも陽性

者率は高くなく、来年度は福岡県を調査予

定である。また近年、B型肝炎ウイルス陽性

率が停滞している地域が散見されるように

なり、陽性者の半数近くが外国籍である地

域も確認された（下図に埼玉県を示す）。 

 

それに併せて、順調に減少していた B 型

肝炎拡散アナログ製剤の治療費助成交付数

も停滞し(図 29)、その兆候は都会だけでな

く福島県でも確認されており、B 型肝炎ウ

イルス対策が、肝炎撲滅のために極めて重

要だと推測された（図 30）。 

 



 
 

－11－ 
 

 

⑤ 肝炎ウイルス陽性者両立支援対策班 

モデル施設である愛媛大学では、新規手

法として総合診療サポートセンター(Total 

Medical Support Center:TMSC)と連携し、

入院患者に行う質問票に治療と仕事の両立

に関する項目を追加、入院患者さんの多く

に相談の必要性があることを明らかにして

おり、他施設へ水平展開を開始した。 

更に両立支援のニーズを再評価する目的

で、全国 20施設以上の共同研究として職業

調査職業調査を開始し, 約 4000 件の  

回答が集まり現在論文査読中となった   

（図 31,32）。 

 

E. 結論 

①職域肝炎ウイルス陽性者対策班 

「職域におけるウイルス性肝炎対策に関

する協力の要請について」(令和 5 年 3 月

22 日)の発出時に併せて作成したリーフレ

ット/陰性カードに問い合わせがあり、1県

3 健保組合 5 医療機関に配布した。職域健

診での肝機能障害に関する事後措置を明確

化すべく、労災病院病職歴データベースを

用い、肝疾患の職種や職業性活動量と肝が

ん（ウイルス性、アルコール性、非ウイル

ス、非アルコール性）との関連を検討し論

文報告した(BMC Public Health. 2025、BMC 

Public Health. 2025 )。 

更に健診医療機関 20 年の解析により 

職域健診で血小板測定の必要性を報告し、

（Front Public Health. 2023. Eur J Med 

Res. 2023）、労働安全衛生法に基づく一般

健康診断の検査項目等に関する検討会に血

小板開示を議題とした。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_4

0165.html 

また肝炎対策推進室と連携し、協会けん

ぽ本部と協議会を行い、2019 年に頓挫した

研究班作成の受検申込用紙の導入が 2025

年から決定した。 

 

②院内外非専門医/肝 Co配置対策 

肝炎ウイルス陽性者数が多い非専門医科

が眼科・整形外科であること(肝臓 2023)、

眼科スタッフ（看護師・メディカルクラー

ク）を肝 Co養成することで紹介率が向上す

ること(肝臓 2023  臨床眼科 2023)、歯科

医師は感染対策・HBワクチンに最も興味が

あり、肝 Co 養成にも積極的であること(肝

臓 2023)、拠点病院肝 Coでさえ配置に偏在・

活動意欲低下があること(肝臓 2023）、拠点

病院を除く専門医療機関の院内肝炎対策は

50%に留まり、その対策には臨床検査技師の

肝 Co養成が有用であること（肝臓 2023）、

陰性カード配布が肝炎ウイルス検査結果記

憶維持に有効であること(肝臓 2023)を成

果として国内学会誌に報告した。 
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その一方で、術前・入院時に行う C 型肝

炎ウイルス陽性者の多くが、ウイルス排除

例、既に紹介済例や別疾患で治療対象とな

らず、その確率は 20%未満であることがわ

かり、論文報告した（肝臓 2024）。 

更に、眼科陽性者対策の効果判定を行い、

介入地域では、肝炎ウイルス検査説明割合

が増加し、陽性者紹介を考える眼科医が増

加していた(肝臓 in press)。 

愛知県歯科医師会の取組は、広島・千葉・

滋賀でも広がり、肝 Co数が増加しているこ

と(肝臓 2024)、肝 Co になった歯科医は、

肝炎患者に対する配慮が向上していること

が明らかとなった(肝臓 2025)。更なる水平

展開の拡大とともに、整形外科・透析関係

者(臨床工学技士)にも介入を検討した。 

   

③自治体肝炎ウイルス陽性者対策班 

作業部会、自治体訪問を行うことで、各

地域の課題（HBV 陽性者が減少せず、治療費

助成交付申請数が増加している等）、陽性

者の精密検査受診率の把握には医師会連携

が重要であること(川崎モデル)を周知し、

千葉県・愛知県・広島県・宮城県では毎年

受診確認調査結果報告会を市町村肝炎対策

部署向けにおこない始めた。千葉県では県

の計画に、全市町村に肝 Co配置が目標とさ

れており、報告会を肝炎医療コーディネー

ター継続研修会として、広く肝 Co向けに周

知を行った。 

 

 

④肝炎ウイルス陽性者両立支援対策班 

前班多施設共同研究調査が論文査読とな

った。 

 

⑤今後の課題 

これまで多くの成果、好事例を報告し、

一部の地域では活用しているが、周知不足

は否めない。肝臓学会と研究班共催で開催

した市民公開講座（ハイブリッド）では、

nudge を用いたリーフレット、 yahoo 

targeting 広告、新聞チラシ等を行い、300

名を超える参加者を得られたが、費用面か

らは十分に市民に開催日時が伝わったとは

言えない（下図）。 

 

啓発する・講演会を開催・ホームページ

を作成するだけでは成果とはいえず、研究

班内容・肝炎に対する知識を「どのように

効率的に情報発信していくか」を、今後、

考えなければいけない時期にきていると思

われたため、千葉県肝 Co取得者向けに「脂

肪肝」をテーマで継続（ステップアップ講

習）研修を行ったところ、千葉県肝 Co の

10％に当たる 95名が参加した。 

 今年度も 8 月に B 型肝炎と肝炎対策、1

月に脂肪肝と運動・栄養療法を開催(下図)

し、前者は 194 名 後者は 256 名が視聴さ

れ、肝 Co受講率は 40％であった。 

上記は１時間強の講習会で参加しやすく、

今後は研究班自身が、成果を発信する機会

を増やしていく必要があるともに、肝 Coへ

の知識向上に役立てるべきと考えられた。 
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更に、肝炎ウイルス患者さんの持続受診

率を調査し、肝疾患以外の合併症や非継続

受診者まで介入すること(図 33,34)で、最

終的に費用対効果を示し、長期間のフォロ

ーアップの重要性を示すことも、本研究班

の責務と考えている。 

 

 また、肝炎撲滅のためには、若年者の周

知も必須であり、正しい感染対策の知識を 

教えなければならない。静岡県では中高生

対象に、肝臓病教室を開催しているが、１

年後の調査では、ピアス・入れ墨を感染経

路として記憶している率が低下しており、 

どの様に「教育」していても、今後の研究

対象と考えられた（下図）。 
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F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

研究代表者は、厚生労働科学研究費・肝

炎等克服政策研究事業「新たな手法を用い

た肝炎ウイルス検査受検率・陽性者受診率

の向上に資する研究」代表(R2-R4)、「職域

等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と

陽性者の効率的なフォローアップシステム

の開発・実用化に向けた研究」代表(H29-R1)、

「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォロ

ーアップシステムの構築」代表(H26-H28)と

して研究活動を行い、その成果として肝炎

ウイルス陽性者フォローアップ事業を高め

る方法として受検票に同意欄の挿入を提言

し要項改正へと繋げた。更に職域の肝炎ウ

イルス検査受検機会の促進として、Nudge理

論を応用した受検票を作成し、肝炎ウイル

ス検査受検数増加を確認し、協会けんぽで

運用されることになり肝炎ウイルス検査促

進させ、令和４年度には、「職域における

ウイルス性肝炎対策に関する協力の要請に

ついて」(令和 5年 3月 22日)の発出にも 

携わっている。 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

上記の研究班活動に加えて、国立国際医

療研究センター肝炎・免疫研究センター 

肝炎情報センター 肝疾患研修室長として、

厚労省肝炎対策推進室、全国肝疾患診療連

携拠点病院と連携し、肝炎に関する総合的

な施策の推進活動に携わっている。更に千

葉県の感染症部会委員、市川市の肝炎ウイ

ルス検診委員として、県肝炎ウイルス対策

部署と連携し、肝炎撲滅対策に取り組んで

いる。更に都道府県・拠点病院の主催会議

（肝 Co 研修会・ブロック会議等）で、研究

班成果・政策面のポイントを周知した（新

潟県、東京都、千葉県、愛知県、徳島県、香

川県、埼玉県、広島県、宮城県、福岡市等）。

令和 5 年度は第 33 回肝炎対策推進協議会

の参考人として研究班成果を報告した。 

G. 研究発表（本研究関係分＋査読有） 

1. 発表論文(日本語) 

1. 増田 幸子，日髙 勲，中野 仁理，上利  

早紀，藤野 初江，河岡 友和，安中 哲也，

佐々木 嶺，西村 達朗，天野 恵介，井出 

達也，中澤 祥子，酒井 洸典，加治屋  

幹人，柘植 雅貴，是永 匡紹 イベント

時に実施したクイズ形式によるウイル

ス性肝炎に関する啓発 肝臓 in press 

2. 大原正嗣、井上淳、戸島洋貴、柿崎暁、

戸所大輔、日髙勲、井出達也、高橋宏和、
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医療コーディネーター認定の有効性： 

愛知県歯科医師会 7 年間の取り組みの 

成果肝臓 in press 

4. 瀬戸山 博子, 榎本 大, 佐藤 光明, 
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洋貴, 井上 淳, 島上 哲朗, 飯野 勢, 
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澤田 康司, 朝井 章, 難波 志穂子,  

遠藤 美月, 米田 正人, 是永 匡紹  
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